
指標

１日当たりの平均利用者数が
5,000人以上の旅客施設、その周
辺等の主な道路及び信号機並びに
不特定多数の者等が利用する一定
の建築物及び住宅のバリアフリー
化の割合

【道路 17%(H14)→約５割(H19)】

・

・

・

連続的な段差の解消、視覚障害者誘導用ブロック、
幅の広い歩道等の整備など、公共交通機関、歩行空
間、公共性の高い建築物、住宅等においてバリアフ
リー化を推進。
公共交通機関等のバリアフリー化の状況について利
用者にわかりやすい情報提供を推進。
積雪寒冷地域においては、冬期の歩行の障害となる
積雪や凍結等の解消を推進。

都市域における水と緑の公的空間
確保量

【12㎡/人(H14)→13㎡/人(H19)】

・ 都市公園をはじめとする公園緑地を整備するととも
に、道路、港湾、空港周辺地域等での緑化を推進。

市街地の幹線道路の無電柱化率

【7%(H14) → 15%(H19)】

・ 電線類の地中化、身近な道路を歩行者及び自転車優
先とする対策（くらしのみちゾーンの形成）など快
適な生活空間を形成する道路整備を推進。

社会資本整備重点計画（原案）＜道路関係抜粋＞

重点目標

事業の概要

１　暮らし　～生活空間の充実等を通じた豊かな生活の実現

第２章　社会資本整備事業の実施に関する重点目標及びその達成のため
　　　　効果的かつ効率的に実施すべき社会資本整備事業の概要

（１）少子・高齢社会に対応したバリアフリー社会の形成等

（２）水・緑豊かな都市生活空間等の形成等

（３）良好な居住環境の形成
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指標

－

・
・

重要交通網等ライフラインを雪害等から保全
情報通信技術の高度化にも対応しつつ、災害に関する
情報をリアルタイムで提供する施設や体制を整備。

災害時に広域的な救援ルートが確
保されている都市の割合

【66%(H14) → 76%(H19)】

・
・

・
・

緊急輸送道路等の橋梁の耐震補強を推進。
大規模な火災を未然に防ぐため、道路、公園等の整
備と連携し、老朽建築物から防災性能を備えた建築
物への更新、規制誘導等の密集市街地対策を重点的
に実施。
電線類の地中化も含めた避難路の整備を推進。
防災拠点となる公園や耐震強化岸壁を備えた港湾及
びこれらの施設を連絡する地震や豪雨、豪雪に強い
緊急輸送道路ネットワーク等を整備。

道路交通における死傷事故率

【118件/億台ｷﾛ(H14)
　　 →約１割削減
　     （108件/億台ｷﾛ）(H19)】

・

・

幹線道路ネットワークの体系的な整備を進めるとと
もに、事故危険箇所での集中的対策、歩行者等の事
故多発地区における歩行者・自転車安全対策の重点
実施（あんしん歩行エリアの整備）、信号機の高度
化、ハード・ソフト一体となった駐車対策をはじめ
とした交通安全施設等の整備や高度道路交通システ
ム（ＩＴＳ）、効果的な交通規制を推進。
道路と鉄道が連携して踏切道の改良等を実施。

２　安全　～防災の高度化の推進と交通安全対策の強化

重点目標

事業の概要

（１）水害等の災害に強い国土づくり

（２）大規模な地震、火災に強い国土づくり等

（３）総合的な交通安全対策及び危機管理の強化
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指標

－

・

・

自動車の省エネルギー化、交通需要マネジメント、
違法駐車対策等の施策（ソフト）と道路、信号機、
鉄道、港湾等の基盤整備（ハード）を一体的に実施
することにより、公共交通機関の利用の促進、道路
渋滞対策等の推進。
道路、港湾、空港、河川、山ろく斜面等の公共空間
における緑化。

・NO2・SPMの環境目標達成率
【NO2：環境基準達成率
　　　64%(H14) → 約8割(H19)】
【SPM：H19までに、対象測定局の
うち約6割で当初の測定値におけ
る道路寄与分を半減】

・夜間騒音要請限度達成率

【61％(H14) → 72％(H19)】

・

・

・

低公害車の開発・普及、ディーゼル微粒子除去装置
（DPF・酸化触媒)導入等自動車の低公害化、交通需
要マネジメント、違法駐車対策等の施策（ソフト）
と道路、信号機、鉄道、港湾等の基盤整備（ハー
ド）を一体的に実施することにより、公共交通機関
の利用促進、道路渋滞対策等の推進。
騒音低減効果のある高機能舗装の敷設、環境施設帯
の設置等の沿道環境対策や空港環境対策等を推進。
公園・緑地、河川、道路、下水道等の連携による水
と緑のネットワークの形成等ヒートアイランド対策
を実施。

－ －

－
・ 緑の再生等が必要な箇所において緑化を推進。

－ －

３　環境　～地球環境から身近な生活環境までの保全・創造

（１）地球温暖化の防止

重点目標

事業の概要

（２）都市の大気汚染及び騒音等に係る生活環境の改善

（３）循環型社会の形成

（４）良好な自然環境の保全・再生・創出

（５）良好な水環境への改善
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指標

拠点的な空港・港湾への道路アク
セス率

【59%(H14) → 68%(H19)】

・

・

・

国際的な玄関口となる空港や港湾と都市とのアクセ
スを円滑にする道路、鉄道等を整備。
国際的な水準から見て整備の遅れている都市圏環状
道路の整備を推進。
道路、河川、港湾等の公共施設管理用光ファイバ収
用空間等を整備するとともに、当面利用予定のない
河川・道路管理用光ファイバを民間に開放すること
により、超高速ネットワーク環境の構築を支援。

－

・

・

・

高規格幹線道路・地域高規格道路の着実な整備等に
より、規格の高い道路を使う割合を引上げ、自動車
交通の高速性、円滑性を確保するとともに、安全性
の向上、生活環境の改善を図る。
特に高速自動車国道については、これまでの有料道
路方式による整備に加え、国と地方の負担による直
轄方式も活用して整備を推進。
ＩＴＳを推進するとともに、特にノンストップ自動
料金支払いシステム（ＥＴＣ）については、料金所
整備だけでなくＥＴＣ利用者に特化した多用な料金
施策を実施し、有料道路の利用の効率化を図りつ
つ、計画期間内にＥＴＣ利用者を有料道路利用者の7
割程度まで引き上げ、料金所渋滞を概ね解消。

道路渋滞による損失時間
【38.1億人時間(H14)
　　　　　→約１割削減(H19)】

路上工事時間の縮減率
【235時間／キロ・年(H14)
　　　　　→約２割削減(H19)】

・

・

道路の渋滞を解消するために、バイパス、環状道
路、市街地における都市計画道路等の整備、ボトル
ネック踏切約1000箇所を平成22年度までに半減する
ことを目指した立体交差化等を進めるとともに、
ハード・ソフト一体となった駐車対策を進めるほ
か、信号制御の高度化、ＩＴＳの推進、ＥＴＣ及び
３メディア対応型ＶＩＣＳ対応車載機の普及促進、
交通需要マネジメント、面的集中工事と掘削規制の
一体的実施等による路上工事の縮減等の施策を実
施。
公共交通の利便性向上を目指して、都市鉄道等を整
備するとともに、自由通路、駅前広場の整備等交通
結節点の改善を推進

拠点的な空港・港湾への道路アク
セス率（再掲）
【59%(H14) → 68%(H19)】

隣接する地域の中心の都市間が改
良済みの国道で連絡されている割
合
【72%(H14) → 77%(H19)】

・ 地域を結ぶルートの走行性、安全性を高め、高次医
療や多様化する消費・余暇活動などに伴う広域的な
サービスを可能とするなど、島嶼部や中山間地域か
ら都市まで様々な地域の生活や経済活動を支えると
ともに、地域間交流や観光交流等を促進する道路、
鉄道、港湾、空港の交通基盤を整備。

４　活力　～都市再生や地域連携、観光振興等を通じた、
            魅力と活力にあふれる経済社会の形成

（３）都市交通の快適性、利便性の向上

（４）地域間交流、観光交流等を通じた地域や経済の活性化

（１）国際的な水準の交通サービスの確保及び国際競争力と魅力の向上

（２）国内幹線交通のモビリティの向上

重点目標

事業の概要
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＜道路整備事業＞ 

１．重点的、効果的かつ効率的な実施に向けた取り組み 

 成果主義に基づく行政マネジメントを導入することにより、より透明性の高い、効果的
かつ効率的な道路整備を推進し、社会・経済の活性化と暮らしの豊かさの向上を図る。そ
の際、「活力」、「暮らし」、「安全」、「環境」の各施策テーマに基づき、質の高い道路サービ
スの低コストでの提供、地域特性に応じた柔軟な道路構造の採用等による地方の裁量の拡
大、有料道路における多様で弾力的な料金施策の導入等による既存ストックの有効活用、

市民参画型の道路計画・管理等の導入、今後の高速道路の整備・料金のあり方や有料道路
制度の運用の検討等を進め、効率的に「つくる」とともに有効に「使う」ことを徹底し、
国民本位の道路行政を推進する。 

 
２．事業の概要 

（１）活 力 ～都市再生と地域連携による経済活力の回復～ 
 ・道路整備の推進や路上工事の徹底合理化、ＥＴＣ普及促進等により道路渋滞を削減 
○道路渋滞による損失時間【38.1 億人時間/年(H14)→約１割削減(H19)】 
○ＥＴＣ利用率【5％(H14)→70％(H19)】 
・三大都市圏環状道路の整備率を 35％から 60％に向上させるなど環状道路整備を推進 

・都市内道路整備の推進等により、民間都市開発の誘発や密集市街地を解消 
 ・自立した個性ある地域の形成や市町村合併等地域連携や地域振興、観光交流等に資する

道路整備を推進するとともに、空港・港湾へのアクセスを改善 
 ・高規格幹線道路や地域高規格道路等のネットワークを重点的、効率的に整備し、これら

の整備等により規格の高い道路を使う割合を 13％から 15％に引き上げ 

 ・ＥＴＣの無線通信技術や光ファイバー網等を活用した多様なＩＴＳサービスを推進 
（２）暮らし ～生活の質の向上～ 
 ・くらしのみちゾーンの形成等により、人や自転車を優先し、質の高い生活環境を創出 
 ・主要な鉄道駅等周辺の歩行空間のバリアフリー化を推進 
 ・幹線道路に加え、住居系地域や歴史的景観地区等の主要な非幹線道路の無電柱化を推進 

○市街地の幹線道路の無電柱化率【7％(H14)→15％(H19)】 
（３）安 全 ～安全で安心できる暮らしの確保～ 
 ・幹線道路の事故危険箇所における集中的な対策、面的・総合的な歩行者交通安全対策等

を推進 
○死傷事故率【118 件/億台キロ(H14)→約１割削減(108 件/億台キロ)(H19)】 

・豪雨・豪雪による孤立地域の解消や医療施設へのアクセスを確保する生命線となる道路
整備、災害時の緊急活動等を支える道路等の防災・震災・雪寒対策を推進 

 ・道路構造物の総合的資産管理システムの導入など効率的・計画的な維持管理を推進 
○道路構造物保全率【舗装：91％(H14)→現在の水準を維持(H19)】 

【橋梁：86％(H14)→93％(H19)】 

（４）環 境 ～環境の保全・美しい景観の創造～ 
 ・幹線道路ネットワークの整備やＴＤＭ施策、自動車の低公害化、道路の緑化等の総合的

な実施により、沿道環境を改善し地球環境を保全するとともに、美しい道路景観を創出 
○夜間騒音要請限度達成率【61％(H14)→72％(H19)】 

（５）開かれた道路行政に向けて 

・質の高い情報を提供するとともに、幅広く国民の意見を聴き、国民の満足度を把握 
○利用者満足度【2.6 点(H14)→3.0 点(H19)】 

第３章 事業分野別の取組み  

  第 1 章及び第 2章の横断的な取組みについて、事業分野別には次の通り実施する。 
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＜交通安全施設等整備事業＞ 

１．重点的、効果的かつ効率的な実施に向けた取組み 

特に交通の安全を確保する必要がある道路について、都道府県公安委員会及び道路管理
者が連携し、事故実態の調査・分析を行いつつ、計画的かつ重点的に交通安全施設等整備
事業を推進することにより、交通環境を改善し、交通事故の防止と交通の円滑化を図る。 

 
２．事業の概要 

（１）歩行者等の安全通行の確保 
①あんしん歩行エリアの整備 

○エリア内の死傷事故の抑止 
【H19 までに約２割抑止（歩行者･自転車事故については約３割抑止）】 

・死傷事故発生割合の高い地区約 1,000 箇所を指定の上、面的かつ総合的な事故抑止

対策を実施 
②歩行空間のバリアフリー化の推進 
○信号機のバリアフリー化率【約４割(H14)→約８割(H19)】 
○道路のバリアフリー化率【17％(H14)→約５割(H19)】 
・交通バリアフリー法の特定経路を構成する道路において、バリアフリー対応型信号

機の整備や歩道の段差、勾配等の改善を推進 
③安全・快適な歩行者通行及び自転車利用環境の整備 

・歩道、自転車道等の通行空間と自転車駐車場の整備を推進 
（２）幹線道路等における交通の安全と円滑の確保 

①事故危険箇所対策の推進 

○対策実施箇所の死傷事故の抑止【H19 までに約３割抑止】 
・死傷事故発生率が高く、又は死傷事故が多発している交差点・単路約 4,000 箇所を

選定の上、集中的に交通安全施設等を整備 
②ハード・ソフト一体となった駐車対策の推進 
・大都市圏等の特に違法駐車が著しい幹線道路において、カラー舗装による駐停車禁

止区域の明示、違法駐車抑止システム等の整備等による集中的な違法駐車対策を実
施 

（３）ＩＴ化の推進による安全で快適な道路交通環境の実現 
①信号機の高度化等 

○死傷事故の抑止【H19 までに約 44,000 件を抑止】 

○ＣＯ2の排出の抑止【H19 までに約 70 万 t-CO2を抑止】 
○通過時間の短縮 

【H19 までに対策実施箇所において約 3.2 億人時間／年（約１割）短縮】 
②高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進 

・光ビーコンの整備拡充、交通管制センターの高度化等の新交通管理システム（ＵＴ

ＭＳ）の推進 
・情報収集・提供環境の拡充等により、道路交通情報提供の充実等を推進 

 



＜参考資料＞指標について（第２章）
数値目標 定　　　　　義 長期的目標

暮らし
(１)

1 1日当たりの平均利用者数が5,000人以上の旅客施
設、その周辺等の主な道路及び信号機並びに不特
定多数の者等が利用する一定の建築物及び住宅の
バリアフリー化の割合

道路　17%(H14)→約5
割(H19)

1日当たりの平均利用者数が5,000人以上の旅客施設周辺等におけ
る主な道路のうちバリアフリ－化された道路の割合

平成22年までに100％を目
指す（移動円滑化の促進に
関する基本方針）

(２)
3 都市域における水と緑の公的空間確保量 12㎡/人(H14)→13㎡/

人（H19)
都市域における（港湾の区域を含む）自然的環境（樹林地、草
地、水面等）を主たる構成要素とする空間であり、制度的に永続
性が担保されている空間の確保量（面積）を都市域人口で除した
もの

長期的には市街地等におい
て永続性のある自然的環境
が３割以上確保されたよう
な都市を目標とする

(３)
5 都市計画道路が整備された市街地に居住する人口 61％(H14)→65％(H19) 都市計画道路が整備された市街地に居住する人口の割合。
4 市街地の幹線道路の無電柱化率 7％(H14)→15％(H19) 市街地の幹線道路のうち、電柱、電線のない延長の割合 長期的に約3割（人口10万

人以上都市内の対象幹線道
路を中心に整備必要箇所の
概成）を目指す

安全
(１)
(２) 大規模な地震、火災に強い国土づくり等

14 災害時に広域的な救援ルートが確保されている都
市の割合

66%(H14)→76%(H19) 地域の中心都市のうち、隣接する中心都市への道路の防災・震災
対策が完了しているルートを少なくとも一つは確保している都市

長期的に100％を目指す

(３) 総合的な交通安全対策及び危機管理の強化
16 道路交通における死傷事故率 118件／億台キロ(H14)

→約1割削減（108件／
億台キロ）(H19)

自動車走行台キロ当たりの死傷事故件数 できる限り着実に削減して
いく

環境
(１)
(２) 都市の大気汚染及び騒音等に係る生活環境の改善

19 NO2・SPMの環境目標達成率 NO2：環境基準達成率
64%(H14)→約8割(H19)
SPM：H19までに、対象
測定局のうち約6割で
当初の測定値における
道路寄与分を半減

NO2：自動車NOX・PM法対策地域内で、NO2について環境基準を達成
している測定局の割合
SPM：自動車NOX・PM法対策地域内の対象測定局のうち、SPMの当初
の測定値における道路寄与分が半減している測定局の割合

平成22年度までに100％を
目指す（自動車NOx・ＰＭ
法施行令）

20 夜間騒音要請限度達成率 61%(H14)→72%(H19) 環境基準類型指定区域または騒音規制区域いずれかの指定のある
区域を通過する直轄国道のうち、夜間騒音要請限度を達成してい
る道路延長の割合

長期的に100％を目指す

(３)
(４)
(５)

地球温暖化の防止

循環型社会の形成
良好な自然環境の保全・再生・創出
良好な水環境への改善

水害等の災害に強い国土づくり

指 標 名

少子・高齢社会に対応したバリアフリー社会の形成等

水・緑豊かで美しい都市生活空間等の形成等

良好な居住環境の形成
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数値目標 定　　　　　義 長期的目標指 標 名

活力
(１)

28 拠点的な空港・港湾への道路アクセス率 59％(H14)→68％(H19) 高規格幹線道路、地域高規格道路又はこれらに接続する自動車専
用道路のインターチェンジ等から10分以内に到達が可能な拠点的
な空港・港湾の割合

長期的に国際競争力の確保
に必要な水準（約90％）
を目指す

(２) 国内幹線交通のモビリティの向上
35 自動車専用道路交通分担率 13%(H14)→15%(H19) 全道路の走行台キロに占める自動車専用道路走行台キロの割合 長期的に欧米並（約20～

30％）を目指す
(３)

32 道路渋滞による損失時間 38.1億人時間(H14)→
約1割削減(H19)

渋滞がない場合の所要時間と実際の所要時間の差（年間１億人時
間の損失とは、１年間に１億人が各々１時間損失することを意味
する。）

長期的に受忍限度を超えな
い程度まで渋滞が解消・緩
和された状態を目指す。そ
の後もできる限り着実に縮
減していく

34 路上工事時間の縮減率 235時間／キロ・年
(H14)→2割削減(H19)

道路1kmあたりの路上工事に伴う年間の交通規制時間 できる限り着実に縮減して
いく

(４)
35 隣接する地域の中心の都市間が改良済みの国道で

連絡されている割合
72%(H14)→77%(H19) 隣接する地域の中心の都市間を結ぶルートが、車道幅員5.5ｍ以上

の国道で改良又は整備されているルート数の割合
長期的には100％を目指す

国際的な水準の交通サービスの確保等及び国際競争力

都市交通の快適性、利便性の向上

地域間交流、観光交流等を通じた地域や経済の活性化
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指標について（第３章）
数値目標 定　　　　　義 長期的目標

道路整備事業
1 道路渋滞による損失時間 38.1億人時間/年(H14)

→約1割削減(H19)
渋滞がない場合の所要時間と実際の所要時間の差（年間１億人時
間の損失とは、１年間に１億人が各々１時間損失することを意味
する。）

長期的に受忍限度を超え
ない程度まで渋滞が解
消・緩和された状態を目
指す。その後もできる限
り着実に縮減していく

2 ＥＴＣ利用率 5％(H14)→70％(H19) ＥＴＣの導入済み料金所においてＥＴＣを利用した車両の割合 長期的に100%を目指す
3 市街地の幹線道路の無電柱化率 7％(H14)→15％(H19) 市街地の幹線道路のうち、電柱、電線のない延長の割合 長期的に約3割（人口10万

人以上都市内の対象幹線
道路を中心に整備必要箇
所の概成）を目指す

4 死傷事故率 118件/億台キロ(H14)
→約1割削減(108件/億
台キロ）

自動車走行台キロ当たりの死傷事故件数 できる限り着実に削減し
ていく

5 道路構造物保全率 橋梁：86％(H14)→
93％(H19)

直轄国道における橋梁のうち、今後5年間程度は通行規制や重量
制限の必要がない段階で、予防的修繕が行われている延長の割合

本格的な更新時代を迎え
る10年後までに、保全率
を100％とすることを目標
とする。

舗装：91％(H14)→現
在の水準を維持(H19)

直轄国道のうち、路面の轍やひび割れによる振動や騒音が少な
く、道路利用者が快適に感じる延長の割合

現在の水準を維持するこ
とを目標とする。

6 夜間騒音要請限度達成率 61%(H14)→72%(H19) 環境基準類型指定区域または騒音規制区域いずれかの指定のある
区域を通過する直轄国道のうち、夜間騒音要請限度を達成してい
る道路延長の割合

長期的に100％を目指す

7 利用者満足度 2.6点(H14)→3.0点
(H19)

道路利用者満足度調査における「よく使う道路全般に対する満足
度」の値

できる限り着実に向上し
ていく

8 エリア内の死傷事故の防止 H19までに約2割抑止
（歩行者・自転車事故
については約3割抑
止）

対策を実施するあんしん歩行エリア内において抑止される死傷事
故件数及び歩行者又は自転車運転者が死傷者となる死傷事故件数
の割合。

あんしん歩行エリアの整
備は、平成19年度までに
重点的な交通安全対策を
実施する施策であり、長
期的な目標はない。

10 道路のバリアフリー化率 道路　17%(H14)→約5
割(H19)

1日当たりの平均利用者数が5,000人以上の旅客施設周辺等におけ
る主な道路のうちバリアフリ－化された道路の割合

平成22年までに100％を目
指す（移動円滑化の促進
に関する基本方針）

11 対策実施箇所の死傷事故の抑止 H19までに約3割抑止 対策を実施する事故危険箇所において抑止される死傷事故件数の
割合。

事故危険箇所対策は、平
成19年度までに重点的な
交通安全対策を実施する
施策であり、長期的な目
標はない。

指 標 名

交通安全施設等整備事業
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